別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：文書費
	事業名:法務・情報公開事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　総務部　法務・情報公開課　法規担当、文書・情報公開担当　
電話番号：058-272-1111（内　2112、2115）
E-mail　：c11124@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　10,192千円（前年度予算額：　10,161千円）

	事業内容


	１　事業の内容


法務、情報公開など、以下の事業を実施します。
（１）条例、規則その他の文書の案の審査

（２）県の仕事を進めるのに必要な法令の解釈及び適用上の疑問に対する助言など
（３）公文書の公開等情報公開制度の運営
（４）個人情報保護制度の運営
（５）公益法人制度に関する事務の遂行
（６）条例、規則等の公布及び公報の発行
	２　所要経費


（１）～（５）に係る事務費(5,201) 

（６）条例、規則等の公布及び公報の発行
・県公報の作成に要する経費(3,605)

・県公報ホームページ運営費(1,386)
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


該当ありません。
	２　これまでの取組状況


・条例、規則等の立案審査及び法令の解釈について、知事部局、各行政委員会等の相談に応じて、助言・指導を行いました。
・県政の透明性の確保と法令遵守の徹底を図るとともに、県民の皆様の権利利益を保護するため、情報公開制度の適正な運営及び県が保有する個人情報の適正な管理等に取り組んできました。
・新公益法人制度の適正かつ円滑な運用に努めました。
○移行認定申請及び移行認可申請に対する審査、説明会、研修会、個別相談等
・ 岐阜県公報発行規程に基づき、週2回（火・金）定期に発行し、緊急を要するとき、その他定期の公報によりがたい事情があるときは号外としてその都度発行しました。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成２１年度は、以下の実績がありました。
・条例、規則その他の文書の案の審査〔公告・公示審査1,627件、法令審査324件〕
・情報公開制度の運用　〔公開563、部分公開171、非公開57（不存在46）、取下げ45〕

・個人情報保護制度の運用　〔開示51、部分開示12、非開示1〕
・公益法人認定〔移行認定申請２件、公益認定申請1件〕
・公益法人個別相談〔平成21年8月以降124法人〕

・県公報発行〔発行回数271回〕

・県公報ホームページ〔累積アクセス件数：1,141,130件（H13.6～H22.3）〕
・条例等の公布・公表〔1,856件〕
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	10,161
	
	
	
	
	
	719
	
	9,442

	要求額
	10,192
	
	
	
	
	
	750
	
	9,442

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


